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センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

広島大学における全学共用機器管理体制の改革の本事業での展開

2019年6月
教育研究環境改善WG答申

2019年10月
自然科学研究支援開発センター（N-BARD)
の改組に向けた取り組み開始
独立した3部門による管理体制を廃止

2020年10月
N-BARD新組織構築完了
構成員と技術職員による全学装置管理
運営体制への移行
機器共用・分析部門による一元管理

2021年7月
コアファシリティ事業採択
工学基盤器機の学内外への共用化体制
の整備に向けた取り組みの開始

2022年4月
共用ガイドライン公開

全学共用機器管理体制の学内定着
学内外への新たな運用体制の浸透
工学基盤機器の外部利用（特に企業）
への共用利用促進

本事業開始までの取組

2004年設置



センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

本事業の達成目標・達成された時の姿

三部門制管理から共用共用・分析部門による一元的管
理への移行は定着。各ユニットに属する教員と技術職
員により利用者目線での管理・運営が実現して利用者
の利便性は向上

工学基盤機器の共用化に向けた体制整備整備し，
2023年(R5)から民間企業への年間契約による共用化
を開始した。民間からの資金導入により利用料収入倍
増の目標を事業開始3年目で前倒し実現

中国地方ファシリティネットワークでの取組
• 定期的な技術職員間の交流を通して，各大学の
共用機器管理・運営に関する取組の情報交換

• 中国地方5国立大学が共用機器として提供する
装置・サービスを一覧できるWEBサイトの構
築。地域で活用できる機器の共用化促進

コアファシリティ推進室で，技術職員が主体となり全
学共用機器管理・運営体制を検討

• IR指標の基礎となる機器利用状況データ取得方
法の改善（利用者IDの導入，技術職員の貢献を
可視化する習慣の醸成）

• 共用機器利用に対する要望をWEBで収集する
システム導入（共用機器に対する技術的要望・
導入機器への要望などを取得。利用時間・利用
料金以外で共用機器の利用実態を可視化する
データ集積）

技術職員と全学共用機器管理・運営を一体となる新組
織「コアファシリティマネジメントセンター」構想構
築に，技術総括など技術職員が参加して新体制のあり
方を議論した。

■達成目標・達成された時の姿

• 教員・技術職員の協働による研究機器一
元管理・運営体制の定着

• コーディネーターによる工学基盤機器の
地域企業との共用化促進

• 工学基盤機器の地域利用による利用料収
入を2倍以上に増加する

• 中国地方ファシリティネットワークを通
した地域における機器共用連携強化

• 共用機器IRによる共用機器整備計画の策
定と実施

• 技術職員IRによる技術職員への貢献度の
可視化と技能に応じた昇進制度の構築

• 技術職員のトップとなる技術総括の理事
室会議への参加



センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

工学基盤機器の企業との共有化

■当初の計画を大きく上回る進展があり、満足できる成果が出ている。

• 工学基盤機器の共用化体制の整備と年間契約による工学基盤機器の利用により令和5年度の全学の機
器利用料収入は1億円を超える。

• 利用料収入を2倍以上にするという目標を期間前倒しで実現した。
＊事業開始前に対して約3倍（2025年12月実績）

• 民間資金導入により事業終了後の継続的・自立的な機器共用運営が可能になった。

＊内閣府「地方大学・地域産業創生交付金」と広島県の支援で構築したコンソー
シアムを母体として開始し，コンソーシアム外の企業へと展開している。

2025年12月現在
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センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

工学基盤機器の外部利用のための制度設計・構築・実施

■年間契約で、1年間自由に企業が共用工学基盤機器を利用できる制度

• 年間契約により、契約した装置群を企業の開発スケジュールに合わせて年間を通して自由に利用する事ができる。
• 企業が安心して共用機器を利用できるように、手順書、規約、契約書を整備。企業から出向者がコーディネーターと
して制度を整備した。

• 3ヶ月程度の無償の利用期間（試験利用）で、企業の目的にあった装置群を選択してもらい、次年度に年間契約を締結
して指定した装置を年間を通して利用する。

• 2022年度は試験運用、2023年度から本格運用を開始した。
• 企業との緊密な関係を維持するための定期的な研修会等を実施

• テストベッド棟の大型工作機の利用開始
(2022.03)

• 設備トレーニングは，年間180回程度開催
しており，年間参加者は，のべ約450名

• 勉強会（講座）は，年間15回程度開催
しており，年間参加者は，のべ約70名



センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

工学基盤機器の利用状況と対応状況



センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

技術職員および共用機器IR策定のために制度整備

■IR策定のための基礎データ取得の必要性

●課題
• 技術職員の貢献を研究成果に記載する習慣が利用者にない。
• 利用者からの報告がないと、利用者（特に学外利用者）の業績の追跡が難しい。
• どの装置がどのような成果に繋がったかを系等的に解析することが困難

●解決策
• 全ての利用者にIDを付与して、利用者IDを論文謝辞に記載することを義務づける。

2023年4月に、全利用者に利用者登録を更新してもらい利用者IDを付与した。
• 利用者IDから利用者の論文業績を検索することで、利用者の論文業績への技術職員の貢献の記載の有無を追跡し、
技術職員の貢献の記載を促すように働きかけする。

• 利用者が技術職員の貢献を論文等に記載することを定着させる。

新たな利用者管理システムの入力画面
利用者IDの記載と，技術職員の貢献に応じた謝辞等の記載を依頼

全ての利用者を利用者IDで管理
各利用者が利用する装置も登録される



センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

新たな利用者管理システム： 論文情報の登録・機器に関する要望

利用者が入力した発表論文情報と利用した共用機器のリストの例

利用者からの共用機器利用に関する要望等のフィードバック例

利用者IDで業績を検索した例（Google Scholar)

複数の情報収集ツールによる共用機器利用実績の取得
技術職員の貢献を正当に評価できるデータの取得
全ての利用者からの要望を取得することで，より利用者のニーズに応える
サービスの工夫や共用機器の整備計画への反映につなげる
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中国地方ファシリティネットワーク： 地域の大学間での機器共用の促進

• 中国地方にある5つの国立大学が保有
する共用機器を大学を越えて共用する
体制の構築

• 各大学で得意とする機器分析の特徴を
活かした相互サービスの実現

• 地域ネットワークの相互支援を実務で
支える技術職員の大学を越えた交流の
促進

中国地方ファシリティネットワークの目的

中国地方ファシリティネットワーク交流会

• 中国地方の5つの国立大学のコアファ
シリティの管理・運営する技術職員間
での情報交換，交流の促進

• コアファシリティ事業から，技術職員
の参加旅費を支援

第1回： 広島大学 （2023年）
第2回： 鳥取大学 （2024年）
第3回： 広島大学 （2026年）

2024年11月（鳥取大学）での交流会と施設見学会



センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

コアファシリティ事業後の新たな共用機器管理運営組織の構築

本学独自の一体的
研究力強化推進体制

ネットワーク拡大

山口大学「ダブルトラック制度」
のヒアリング等、連携に着手済



センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

新たな共用機器管理運営組織での技術職員のキャリアパス
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